
政府、行政機関の最新情報の獲得、取締りや調査等の準備、対応、また、州や

市町村、郡による企業誘致プログラムや、地域的な経済発展のために設定され

ている数多くのインセンティブ、税金の減免措置等のさまざまな公的助成制度の

活用、更に、政府、政党に対するロビー活動を含めた政府への働きかけなど、

米国連邦、州、地方自治体の政府に関する法務サービスを専門とする分野で

す。

連邦、州、その他自治体の政府、議会、裁判所等で官僚、顧問弁護士、アドバ

イザー等の経験を持つ弁護士、及び政府関連の案件を専門とする弁護士が、

米国の連邦政府、地方自治体政府に関連、関係する幅広い案件に法的アドバ

イスを提供しています。

お問い合わせは日本語でご連絡ください。

山本真理山本真理山本真理山本真理
パートナー

P 312-214-8335
F 312-759-5646

前田千尋前田千尋前田千尋前田千尋
オブ・カウンセル

P 312-214-2107
F 312-759-5646

ブルースブルースブルースブルース D. ドドドド
ナルドソンナルドソンナルドソンナルドソン
パートナー

P 317-231-7290
F 317-231-7433

エドワードエドワードエドワードエドワード アアアア
ユーブユーブユーブユーブ
パートナー

P 202-371-6375
F 202-289-1330

政府関連

Making An Impact

関連分野

エネルギー、公益事業

政府関連、公的ファイナンス

経済開発

mailto:japaneseinfo@btlaw.com


クレイグクレイグクレイグクレイグ S.
バークハートバークハートバークハートバークハート
オブ・カウンセル
（退職）

P 202-408-6903
F 202-289-1330

デビッドデビッドデビッドデビッド パラガパラガパラガパラガ
スススス
パートナー

P 614-628-1407
F 614-628-1433


